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研究要旨：本研究では、陸上貨物運送業における腰痛予防対策の社会実装に向け、前年度

の調査結果の公開と、社会実装可能性を検証する Feasibility Study に向けた事前調査の設

計および実施準備を行った。調査結果については、現場の労働者および管理者に理解しや

すい形で Web コンテンツとして再構成した。また、介入プログラムの実装可能性を多面

的に評価する質問票（全 22 項目）を作成し、Web 上で実施可能な調査コンテンツを整備

した。これらの結果を踏まえ、今後実施する Feasibility Study における質問項目および調

査方法の検討を行う。 

 

 

A. 研究目的 

令和 7 年度においては、前年度に実施し

た腰痛予防の現状調査結果を社会へ還元す

るとともに、現在作成しているテーラーメ

イド型腰痛予防対策の社会実装可能性を検

証するためのFeasibility Studyに向けた事

前調査の設計および実施準備を行うことを

目的とした。この事前調査は、他班が実施す

る介入研究に参画する企業を対象として併

行的に実施するものであり、その結果を踏

まえ、令和 8 年度に管理者へのヒアリング

調査および陸上運送業の労働者を対象とし

た大規模Web調査における質問項目および

調査方法を検討することとした。 

B. 方法 

成果公開に関しては、前年度に実施した

陸上運送業における腰痛予防の現状調査結

果を基に、現場の労働者および管理者にと

って理解しやすく、かつ実務への関心や行

動変容につながる情報提供となるよう、

Web コンテンツの構成設計を行った。具体

的には、学術的な結果をそのまま提示する

のではなく、①要点の抽出、②平易な表現

への言い換え、③図表・ビジュアル要素の

活用、④現場での活用を意識したメッセー

ジ化、というプロセスで再構成を行った。ま

た、閲覧者が段階的に理解できるよう、ペー

ジ内の情報階層（概要から詳細）や視線誘導

を意識したレイアウト設計を行った。  

Feasibility Study の事前調査設計につい

ては、実装科学の枠組みに基づき（1）、評価

領域の整理から着手した。具体的には、腰痛
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予防プログラムの導入・継続・展開に関与す

る要素として、受容性（acceptability）、必

要性（demand）、実装可能性（feasibility）、

実用性（usability）、適合性（fit）、統合可能

性（integration）、拡張性（scalability）、お

よび限定的有効性（perceived effectiveness）

を評価領域として設定した。 

各領域に対して複数の設問を設定し、全

体で 22 問から構成される質問票を作成し

た。設問作成にあたっては、現場での回答負

担を最小限に抑えることを重視し、①1 設

問あたりの情報量の調整、②専門用語の回

避または言い換え、③回答形式の統一（5 件

法リッカート尺度）、④否定表現の最小化、

⑤設問順序の論理的一貫性に配慮した。さ

らに、回答時間が過度に長くならないよう、

全体の回答時間を数分程度に収めることを

想定した。また、評価対象者の属性差を考慮

し、労働者用および管理者用の 2 種類の質

問票を設計した。労働者用では、日常業務に

おける実施のしやすさや負担感、理解度と

いった個人レベルの評価を中心に構成した。

一方、管理者用では、組織としての導入可能

性、継続的な運用の見通し、職場全体への波

及可能性など、管理の観点からの評価項目

を強化した。さらに、これらの質問票を実際

の調査として運用するため、既存の研究用

Web サイトに対する機能拡張の設計を行っ

た。具体的には、①対象者別の回答フォー

ムの実装、②フォローアップ調査（例：180

日後調査）の配信設定、③回答データの蓄

積および管理機能の設計、④回答画面のユ

ーザビリティを考慮した UI 設計について

検討を行った。特に、現場の IT リテラシー

のばらつきを考慮し、スマートフォン等か

らでも直感的に回答可能な画面構成とする

ことを重視した。 

 

C. 結果 

前年度の調査結果に基づき、研究成果の

公開コンテンツを作成した（図 1）。本コン

テンツでは、調査結果の概要および主要な

知見について、現場の労働者および管理者

にも理解しやすいよう、平易な表現および

図表を用いて再構成した。また、重要なポイ

ントを明確に示すことで、関心を持って閲

覧できるよう工夫した。 
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図 1. 調査報告のテスト公開ページ 

 

また、腰痛予防プログラムの社会実装可

能性を評価するためのWeb調査コンテンツ

を作成した（図 2）。 

 

 

図 2. Web 調査コンテンツ画面 
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詳細な内容は以下となる。 

1.受け入れやすさ(受容性）に関して、 

1-1 この腰痛予防プログラムについて、「よ

い取り組みだ」と感じましたか。 

1-2 プログラムを行うことに、心理的な負

担や抵抗感はありましたか。 

1-3 同業者の知り合いにも、この取り組み

を勧めたいと思いますか。 

2.必要性（需要））に関して、 

2-1 今の仕事では、腰痛予防対策は必要だ

と思いますか。 

2-2 このプログラムは、自分の仕事に役立

つと思いますか 

2-3 職場全体として、このような腰痛対策

への関心は高いと思いますか。 

3.やりやすさ（実装） 

3-1 日常の業務の中で、このプログラムを

実施することは可能でしたか 

3-2 実施するうえで、負担に感じた点はあ

りましたか。 

3-3 職場で続けやすいと感じましたか。 

4．実際に使えたか（実用性） 

4-1 内容はわかりやすかったですか。 

4-2 準備やアプリなどの操作性はいかがで

したか。 

5．自分の仕事に合っていたか（適合性） 

5-1 あなたの仕事内容に合った内容でした

か。 

5-2 今の職場のやり方と大きなズレはあり

ませんでしたか。 

6．職場に組み込めそうか（統合） 

6-1 このプログラムは、会社の安全衛生活

動として取り入れやすいと思いますか。 

6-2 上司や管理者の理解・協力は得られそ

うだと思いますか。 

6-3 職場のルールや作業手順と矛盾はあり

ませんでしたか。 

7．広げられるか（拡張） 

7-1 同業者や知り合いにも、この取り組み

を勧めたいと思いますか。 

7-2 他の営業所や事業所でも実施できる内

容だと思いますか。 

8.効果を感じたか（限定的有効性） 

8-1 この取り組みを通じて、腰への負担が

軽くなったと感じましたか。 

8-2 作業姿勢や動作への意識が高まりまし

たか。 

8-3 腰痛予防に役立つ知識や意識が高まっ

たと感じましたか。 

9. 良かった点や課題だと感じた点があれ

ば記載してください。（自由記述） 

 

D. まとめ 

本年度の成果は、腰痛予防対策の社会実

装に向けた初期段階として、情報発信およ

び評価基盤の整備の両面において重要な意

義を有する。成果公開に関しては、研究結果

を現場へ還元する際には、単なる情報提示

にとどまらず、理解しやすさや関心喚起を

意識した設計が重要である。本研究では、専

門的知見を平易な表現に変換し、視覚的要

素を活用したコンテンツとして再構成する

ことで、現場での活用につながるよう工夫

した。 

また、事前調査設計においては、多面的な

評価を可能としつつ、設問数を約 20 問に抑

えることで、実装研究における精度と実施

可能性のバランスを図った。さらに、労働者

および管理者の双方を対象とすることで、

個人および組織の両側面から実装可能性を

評価できる基盤を整備した。一方で、本年度

は調査設計および基盤構築の段階であり、
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実際のデータに基づく検証は今後の課題で

ある。今後は、本調査により得られるデータ

を用いて、介入プログラムの実装可能性お

よび普及に向けた課題の分析を進める必要

がある。 
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参照型予防対策ガイドラインの策定と普及
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F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 
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